
 平成27年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～26年度）】 【27年度】 【今後予定（28年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

: - 2 - 016015整理番号

その他

合計 97,014 75,014

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

平成25年に支援体制を強化
（補助事業の拡充や他機関と
の連携による）

97,01470,339

債務負担行為

技術融合促進事業

18,000（H26-27（H27分））

産学官連携推進協議会事業 負担金

ものづくり新事業チャレンジ支援補助金 補助金

　H27　～　H28

事業

概要

中小企業の核となる優位な製品・技術の開発を支援し、中小
企業の製品・技術の高付加価値化や新分野進出の円滑化を
図ることを目的とする。

①製品・技術開発体制の構築
●技術融合(ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ﾌｭｰｼﾞｮﾝ)促進事業
専属ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを堺市産業振興センターに配置し、大学や大手企業の知的財産等技術と中小企業技
術の融合を促進する。

②製品・技術開発への助成
●産学官連携推進協議会事業
堺市と大阪府立大学で組織する産学官連携推進協議会が、同大教員と市内中小企業者等が連携して
実施する研究開発等に必要な経費を助成する。
●ものづくり新事業チャレンジ支援補助金
新製品・新技術の開発に取り組む中小企業へ経費の一部を補助する。特に成長が期待され、かつ高度
な特定技術開発テーマを定め、当該案件ついては補助対象期間を2年,上限を20,000千円とする。（1件/
年）

上記①②について、大阪府立産業技術総合研究所との協定(H25.3締結)に基づき、積極的な技術支援
を実施する。

環境・新エネルギー分野をはじめ成長産業分野への進出に
挑戦する企業の「開発体制の構築～製品・技術開発」をトータ
ルで重点的に支援する。
また、大阪府立産業技術総合研究所との協定に基づいた強
固な技術開発支援体制のもと、事業化率をさらに高める。

53,000

25,000（H27単年度）

事務経費等

10,000（H27-28（H27分））

350 350

平成25年以降の支援体制を
軸に、事業化率のさらなる向
上をめざす。

必要な改善を行ったうえで
実施。

平成26年度予算額

1,664 1,664 委託料等

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

75,014

45,000

事業区分 ： 重点

平成27年度要求額平成25年度決算額

事業名 製品・技術開発支援事業

：産業振興局・ものづくり支援課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦
低炭素 4-1 4-2 5-3

局・課名

50,000 20,000

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 26年度予算 27年度要求額 内容・積算等

20,000

期間


